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＜連結決算概要＞

売上収益は４兆5,245億円。前年比 + 2,147億円、

5.0％の増収となりました。

その他収支を除く営業利益は、

3,652億円と、前年比 + 71億円、2.0％の増益となりました。

当期利益は、2,443億円と、前年比 ▲ 141億円、

5.5％の減益となりました。
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＜得意先売上＞

トヨタグループ向け
軽自動車を中心とする国内車両生産は減少しましたが、

北米や中国での好調な生産や、北米での安全製品の拡販により、

全体として増加しました。

トヨタグループ以外日系カーメーカ向け

・ホンダは、主に北米や中国での車両生産の増加や直噴製品の拡販により、

・マツダは、 SKYACTIV用ディーゼルのコモンレールシステムを含む

車両生産の増加により、増加しました。

海外カーメーカ向け

・フィアット・クライスラーは、

欧州での車両生産の増加やエアコン製品の拡販により、

・フォードは、北米・中国・欧州での拡販により、

それぞれ売上が増加しました。



5

＜製品別売上＞

パワトレイン

北米、欧州地域での車両生産増加や

ガソリン直噴製品などの拡販により、売上が増加しました。

熱

欧州や中国での車両生産増加により、増加しました。

情報安全

北米でのメータや、

日本や北米での安全製品の拡販により、増加しました。
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＜営業利益(除くその他収支)の増減要因＞

主な点は以下の通りです。

マイナス要因

①経費増 ▲195億円は、

研究開発費等の将来の成長に向けた費用によるものです。

②労務費増 ▲160億円は、新興国での賃金増加によるものです。

③償却費増 ▲152億円は、

アジアを中心とする海外での次期型製品の投資によるものです。

プラス要因

①合理化努力 ＋300億円は、コストダウンや生産性向上によるものです。

②操業度差益 ＋260億円は、

北米・中国・欧州を中心とする生産の増加や拡販によるものです。

③為替差益 ＋160億円は、主にドルで 10円の円安によるものです。

以上により、その他収支を除く営業利益は3,652億円となりました。
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＜地域別の売上・営業利益(円貨ベース)＞

次ページにて、現地通貨ベースで説明
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＜地域別の売上・営業利益(現地通貨ベース・その他収支を除く) ＞

日本

・売上収益は、軽自動車を中心とする車両生産の減少により、

前年比 ▲0.7% の減収となりました。

・利益については、生産減少による操業度差損や、

研究開発費等の将来の成長に向けた費用により

前年比 ▲11.7% の減益となりました。

日本以外

・北米、アジアでは、生産の増加や拡販により増収・増益、

・欧州は、生産の増加や拡販があったものの、

生産立ち上げに伴う償却費や一時的なコスト増により

増収・減益となりました。
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＜設備投資、償却費、研究開発費の推移＞

設備投資の実績は、3,341億円となりました。

投資の効率化に取り組んでおり、

前年の3,542億円から▲201億円、5.7％減少しております。

来期は引き続き、投資の効率化に取り組む一方、合理化投資を推
進するため、

通期予想は3,400億円といたします。

償却費の実績は、2,368億円と、

前年比+167億円の増加となり、

来期は、2,480億円と、+112億円の増加を見込んでおります。

研究開発費の実績は3,993億円と、

前年比+28億円、0.7％の増加となりました。

来期は、引き続き、環境、安全分野を中心に、

製品開発を強化するため、

通期予想は4,150億円といたします。
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＜通期予想＞

生産増加や拡販により、

物量ベースでは市場の伸びを上回るものの、

足もとの為替の状況を踏まえ、

売上収益は、４兆5,000億円、

営業利益は、3,130億円を見込んでおります。

前提となる為替レートは、ドル110円、ユーロ125円です。

日系車両生産台数は、国内は 938万台、海外は 1,949万台

と想定しております。





＜株主還元＞

１株当たりの配当金については、

減益ではありますが、今期は120円とし、

来期も120円を予定しております。

今後とも、企業価値の向上に努めるとともに、

一層の株主還元を図ってまいります。
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＜18年中期方針＞

当社は、2020年にありたい姿を見据え、
今後3年間で取り組むべき施策を
「18年中期方針」にまとめました。
「環境、安心・安全」、「市販・新事業」、「海外市場」を
３つの注力する事業とし、
15年度より取り組みを開始しております。

15年度を振り返りますと、
環境、安心安全製品を中心に、
お客様のニーズに確実に応え、
製品開発、生産供給できたと感じております。
同時に、昨今の品質への関心の高まり、
また、TNGA第一弾の発売の年 ということもあり、
将来を見据え、“足元固めに多くを費やせた”
と実感しております。
16年度では、15年度の活動をもとに、
中期方針達成に向けた動きを加速させてまいります。

14



＜環境分野＞

デンソーでは、ガソリン、ディーゼルなどの内燃機関の、
噴射、点火、そして排ガス処理までをも 一貫で研究し、
効率向上に取り組んでいます。
また、小型・低コストで、高効率なシステムを開発し提供することで、
電動化普及も促進してまいります。

各市場での規制強化を先取りし、
ガソリン車、ディーゼル車、電気自動車、ハイブリッド車など
全方位の品揃えで、燃費を向上させていきます。

さらに、当社の強みである幅広い事業領域を活かし、
熱とパワトレインの連携を通じて、
車両トータルでの実用燃費の向上にも取り組んでまいります。
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内燃機関効率向上( “燃料を活かしきる”製品事例)

高い実現能力「Ability」を備えた「Core」 を意味する
“ABILCORE”というエンジンECUは、
インジェクタの噴射情報を、
従来よりも精度高く検出・解析することが可能となります。
これにより、噴射の量・タイミングの精度を高めることができ、
最少の噴射量で目指す燃焼レベルに近づけ、
燃費向上に貢献致します。

更に、小型化・部品標準化も達成しており、
小型乗用から大型建機まで、提供が見込まれます。
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実用燃費向上

エアコンやライトの使用時、及び 街乗り時の「実用燃費」と
カタログ上の燃費とは
状況によっては、乖離率が約30～40％あるといわれています。

これは季節ごとの空調使用に因るもので、
特に夏場は“省動力冷房技術”、
冬場は“熱源創出技術”にこだわることで、
2025年での乖離率半減を目指します。

例えば、蓄冷エバポレータ使用による効率的な冷気供給や、
ヒートポンプ技術による外気からの熱回収で
エネルギー消費を抑え、実用燃費向上に貢献致します。
ヒートポンプシステムは、今後 プリウスのPHVにも
搭載される予定です。
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＜安心・安全分野＞

グローバルに自動車保有台数が増加するなか、
残念ながら、交通事故も増加するという状況が続いております。

デンソーは世界に先駆け
９０年代から安全運転支援製品の開発量産に
取り組んでまいりました。

今後、「高度安心移動社会」を目指し、
交通事故ゼロに貢献するため、
「安全運転支援」から「人間の研究」まで
取り組みを強化してまいります。
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高度安心移動社会を目指した体制

これまで各々の機能部や事業部にて
個別に行ってきた渉外活動や技術開発を集約し、加速させるため、
1月より、全社付き組織として、「ADAS推進部」を立ち上げました。

特に、高度かつ多くの技術が要求される“自動運転”に向けては、
東京支社を活用した優秀人材獲得のみならず、
国内外の様々な企業との積極的な共同開発・連携を
より一層加速させ、強化してまいります。

そしてまず、2020年に自動車専用道路での自動運転実現を目指します。
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安全運転支援

昨年より、「トヨタセーフティセンスP」として、
ミディアム・上級車向けに
予防安全製品が標準搭載されております。

“ミリ波レーダ”と“画像センサ” の２つのセンサ組み合わせにより、
車両・歩行者の検知を高い信頼性で実現していますが、
18年NCAPでは、夜間の歩行者、及び自転車の飛び出しの
支援ブレーキ機能までが求められます。

デンソーとしては、更にセンサ技術を強化することにより、
レーン内走行、車線変更支援といった
１８年NCAPを超える、一歩進んだ機能を
提供していきたいと考えております。



＜新事業＞

マイクログリッド、セキュリティ、農業支援システムなど
6分野で事業を開始しました。

自動車部品で培った技術を応用して、
広く社会の課題・ニーズを解決するために、
ユーザー視点での“ソリューション事業”に取り組むなど、
事業を拡大させてまいります。
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電動アシスト分野

少子高齢化が進むなか、
人々の暮らしを支えるロボットの実現が求められております。

事例①ドローン(UAVによる点検サービス事業)
道路・橋などの老朽化による点検需要が増える見込みのなか、
効率化・安全性において
ロボットの活用が求められております。
デンソーがこれまで培ってきた制御技術を活かし、
強風や雨中でも飛行できる対候性、
構造物に近接して定位の姿勢に制御できる安定性、
などを実現しました。

事例②COBOTTA
世界最小クラスの本格6軸アームロボットで、
産業用ロボットで培った技術と、新たに開発した安全技術により、
防護柵なしでの人との協働作業を可能としました。
軽量なので簡単に持ち運びでき、
また、2台を組み合わせて双腕にすることも可能です。
工場やラボでの活用はもちろん、教育現場や店舗など、
暮らしの中での利用も視野に、
開発を進めております。
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＜海外市場＞

世界の車両販売が伸びるなか、
デンソーとしても その市場の伸び率を上回る成長を目指します。

そのなかで重要な位置付けとなるのが“海外市場”で、
その売上拡大に向けては、
既に世界７極で整備されたテクニカルセンターと生産拠点が
一体となって、取り組んでいきます。

開発においては、
各地域の様々なニーズに応える“地域最適品の提供” と
地域の知恵を集めた“グローバルに競争力のある製品”開発が、
生産においては、
“コスト競争力あるグローバルでの生産供給体制”が、
鍵を握ると考えております。
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グローバル生産供給体制

競争力ある新製品の投入、
ブリッジ生産などによる最適生産の実現、
安定した品質 を確保するため、
デンソーでは、グローバルに生産供給体制を
拡充してまいりました。

例えば、インドネシアでは、新しい第3工場にて、
2年間で10製品もの立上げが完了し、
お客様の近くで生産供給できる体制を整備しました。

今後は、更なるマネジメントの効率化や、
モノづくり教育に力を入れ、
競争力を高めてまいります。
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＜持続的成長を下支えする施策＞

グローバル人事制度(2016年1月～)
今後、一層激しくなるグローバル競争を勝ち抜くためには、
国や地域を超えて活躍するリーダーの育成・登用が
重要となります。
これまでの、各国各様で、日本人中心の人事管理を変更し、
国内外を問わず、同じ等級/基準で
評価される制度とすることで、
社員の意識・意欲を高めることに繋げてまいります。

また、今年6月にオープンを予定している浜名湖のグローバル研修所
「AQUA WINGS(アクアウィングス)」も活用し、
積極的なグローバル人材の育成にも、取り組んでまいります。
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人材確保

人材確保には、「獲得すること」 と 「育成すること」
の両面があります。

「獲得」においては、
M&A、アライアンス、社外PRを通じ、
より感度の高い、未知の領域分野に長けた人材をしっかりと採用し、
今後の自動運転システム、Factory IoTの取組みを
加速してまいります。

もう一つは「育成」です。
どんな時代においても、企業における真の競争力は“人の力”であり、
高い能力とやる気・志を持った人材を育てていくことが
非常に重要です。
自ら学び、考え、行動する 人材の育成に

引続き取り組んでまいります。
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